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 従来の鋼杭の打撃施工管理で用いられるハイリーの簡略式は精度があまり高くないことが指

摘されており，品質管理において懸念がある．また，貫入量・リバウンド量の測定作業は，打

設中のハンマー直下に計測員が立ち入ることが多く，安全性の懸念がある．そこで，鋼杭の打

撃施工管理の品質向上及び安全性向上を図ることを目的に，新技術導入促進として，測定用ヤ

ットコを用いた鋼杭の打撃施工管理の現地試験を国土技術政策総合研究所と共同で実施した．

本論文では，四日市港霞ヶ浦地区国際物流ターミナル整備事業の鋼管杭打設工事において実施

した．測定用ヤットコを用いた鋼杭の打撃施工管理の現地試験の概要及び成果を紹介する．  
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1.  はじめに 

 

四日市港北部に位置する霞ヶ浦地区は，コンテナ貨物

や完成自動車，エネルギー関連貨物を取扱う背後圏産業

を支える物流拠点である．近年四日市港を利用する東南

アジア航路のコンテナ船の大型化が進展している．また，

四日市港の背後圏に位置する自動車企業等において完成

自動車の取り扱いが増加しており，それらに適応した港

湾機能の強化が必要である．今後，大型船が着岸可能で

ある岸壁の不足が見込まれるため，水深14m岸壁の更な

る整備が求められている． 

 このため，令和3年度より，既存のW80岸壁に連続す

る，延長330mの耐震強化岸壁W81岸壁(水深-14m)を新た

に整備する「四日市港霞ヶ浦地区国際物流ターミナル整

備事業」に着手した． 

W81 岸壁は，海上に鋼杭を打ち込む直杭式横桟橋構

造であり，桟橋を支持する鋼杭は，支持力の推定式等を

用いて照査を実施することが不可欠である． 

 鋼杭を打撃施工する場合においては，ハイリーの簡略

式等を用いて施工管理を行うことが一般的であるが，推

定手法として精度が低い．そこで，鋼杭の打撃施工にお

ける品質管理の精度向上を図ることを目的に，新技術導

入促進のため，測定用ヤットコを用いた鋼杭の打撃施工

管理の現地試験を国土技術政策総合研究所と共同で実施

した．  

 本論文では，四日市港霞ヶ浦地区国際物流ターミナル

整備事業の鋼管杭打設工事において実施した，測定用ヤ

ットコを用いた鋼杭の打撃施工管理の現地試験の概要及

び効果等を紹介する．  

 

 

図₋１ 四日市港霞ヶ浦北ふ頭地区W81 

 

 

図₋2 W81標準断面図 



2.  現地試験の概要 

 

(1)試験の背景 

 鋼杭の打撃施工管理は，支持層の計測深度付近の貫入

量およびリバウンド量を記録し，ハイリーの簡略式によ

り支持力算定を行っているが，ハイリーの簡略式は杭打

ちという動的な挙動の過程において計測した貫入量およ

びリバウンド量を基に，静的な支持力を求めるものであ

り，支持力の推定式として精度が低い． 

一方で，衝撃載荷試験により，鋼管杭に取り付けた計

測器で，打設中の加速度・ひずみのデータを取得し，デ

ータを解析することで精度の高い支持力を算定すること

が可能であるが，全ての杭に対して加速度計，ひずみ計

を取り付けることは施工性および経済性の観点から現実

的ではない． 

そこで，本試験では，施工管理精度、安全性および施

工性の向上を図るため，計測器を装着したヤットコを介

して計測することで，鋼管杭に計測器を取り付けなくて

も打設作業と並行して支持力の算定が可能となる手法を

検証する． 

  

(2) 試験位置 

 現地試験は「令和6年度四日市港霞ヶ浦北ふ頭地区岸

壁(-14m)本体工事」で打設する鋼杭160本の内、2本を対

象に実施した．試験位置を図-3に示す．  

 

図-3 試験位置図 

 

(3)ヤットコの構造検討 

 ヤットコは、杭の打設高さが施工基面より低い時，土

中に打ち込む際に用いる鋼杭製の仮杭であり，鋼管杭の

杭頭にかぶせて使用する．なお，ヤットコと鋼管杭は一

体化されておらず，鋼管杭打ち込み時の衝撃により，ヤ

ットコおよび鋼管杭が損傷することが懸念される． 

そのため，他港で施工実績を踏まえ，構造形式はガイ

ド鋼管式とし，打設時にヤットコがズレた場合でも鋼管

杭の杭頭部が全周に渡り，ヤットコと鋼管杭が接する構

造となるよう，鋼管杭と同径としたうえで鋼管杭の杭頭

との接面を厚くした．図₋4にヤットコ構造図を示す． 

 

図₋4 ヤットコ構造図 

(4)試験方法 

図₋5に示すとおり，ヤットコと鋼管杭の不連続面の影

響により，測定用ヤットコにおいて，先端からの引張の

反射波の計測ができないことが考えられる． 

 

図₋5 ハンマー打撃により生じる圧縮波と引張波 

 

試験概要図を図₋6に示す．本試験では，測定用ヤット

コにおける先端からの引張の反射波の計測を考慮し，測

定用ヤットコと鋼杭の両者に計測器を取り付け，施工中

の加速度データ・ひずみデータを連続取得し、両者の伝

達エネルギーと全抵抗の相関性を確認する． 



 

図₋6 試験概略図 

 

計測は，支持層の打ち止め深度の約3.3m手前（2.5D）

の-37.7mから，鋼杭および測定用ヤットコでの計測を開

始する．また，ハンマーエネルギーの違いによる相関性

の変化を確認するため，支持層到達の-39.0mから-40.5m

においては，打撃エネルギーは4段階（40kN･m，70kN･m，

100kN･m，130kN･m）に変化させ，5打撃毎に段階的に上昇

させた．工事において施工管理データとして貫入量およ

びリバウンド量を計測することから，打ち止め深度（-

41.0m）の0.5m手前でヤットコを介した打撃を終了する． 

 

図₋7 フロー 

3.  現地試験結果の分析 

 

(1) 分析方法 

計測データを基に，鋼管杭およびヤットコの伝達エネ

ルギーと全抵抗の相関性を確認する． 

測定用ヤットコを用いた施工管理は，衝撃載荷試験を

ベースとしていることから， Case法により算出する． 

なお、Case法とは、杭の支持力を評価する方法の一つ

であり、杭頭を打撃して波動伝播により得られるひずみ

と加速度を計測することにより、地盤の抵抗力を求める

ものである。 

杭体に生じた断面力の入力波（下降波）𝐹d と反射波

（上昇波）𝐹uを式（1a）(1b)により求める． 

 

𝐹𝑑(𝑥, 𝑡)＝
F(𝑥,𝑡)+(𝑥,𝑡)

2
                                         (1a) 

𝐹𝑑(𝑥, 𝑡)＝
F(𝑥,𝑡)−(𝑥,𝑡)

2
                                         (1b) 

 𝐹d：入力波（下降波），𝐹u：反射波（上昇波） 

𝑣：速度，𝐹：断面力，𝑍： 杭体のインピーダンス 

 

式（1a）(1b)において，速度ｖは計測した加速度αを

積分することでを求めることができ，断面力𝐹はひずみ

値εから得ることができる． 

 Case法は，杭頭に与えた打撃による入力波と，それが

杭体を１往復して戻ってきた反射波の和が地盤の抵抗と

釣り合うとして，以下のように全抵抗（静的抵抗成分＋

動的抵抗成分）を計算する． 

 

𝑅＝𝐹𝑑(𝑥0, 𝑇1) + 𝐹𝑢(𝑥0 , 𝑇1 + 2
𝐿𝑚

𝑐
)                 (２) 

 

𝑡：時間，𝑥0：測定位置，𝐿𝑚：測定位置から杭先端まで

の長さ 

𝑐：縦波伝搬速度𝑐=√𝐸/ ρ，𝑅：測定位置以深の全抵抗  

𝐸：杭のヤング率，ρ：密度 



 

図₋8 Case法の概要 

 

(2) 分析結果の概要 

 伝達エネルギーおよび全抵抗の詳細な試験結果は，本

試験の関係機関である国立研究開発法人 港湾技術研究

所が執筆中の論文を参照願いたい．ここでは，伝達エネ

ルギーと全抵抗の相関性を簡単に紹介する． 

 伝達エネルギーについて，測定用ヤットコでは，先端

からの引張の反射波が計測できず，Case法を用いるにあ

っては，欠損した情報を補完する必要がある．また，測

定用ヤットコでは杭に比べ全抵抗が大きくなった． 

 

 

４. 測定用ヤットコを用いた施工管理手法 

 

(1)管理手法の概要 

 測定用ヤットコによる打撃施工管理は，簡易な衝撃載

荷試験といえる．新たな管理手法は，衝撃載荷試験のデ

ータ解析で用いるCase法をベースとし，現地試験による

課題（測定用ヤットコにおいて先端からの引張の反射波

が計測できなかったこと）を考慮したものとする． 

現地試験において，測定用ヤットコに先端からの引張

の反射波が伝わらなかったことは，杭先端の抵抗力に関

する情報が欠損していることに等しいと考えられる。そ

のため，新たな管理手法として，Case法を杭の先端変位

量（貫入量）を用いて修正したCase-u法を提案する． 

Case-u法では，従来のCase法と同様に，杭施工中の地

盤の抵抗値（全抵抗）をリアルタイムでモニタリングす

ることができ，支持層への到達を明確に確認できるよう

になる．また，波形マッチング解析により，Caseダンピ

ングを求めることで，より精度の高い地盤の静的抵抗力

を推定することが可能となる． 

 

(2)波形マッチング解析による静的抵抗比の推定 

波形マッチング解析は，杭を一次元の弾性体とし，地

盤の静的抵抗成分を杭軸方向のばねとスライダーで，動

的抵抗成分をダッシュポットでモデル化し，一次元波動

理論に基づいて，杭体を伝搬する応力波を解析する手法

である．測定した反射波と計算した反射波を比較し，両

者が一致するまで地盤パラメータ（ばね，スライダー，

ダッシュポット）を変化させることで，実地盤の抵抗状

態を表現することができ，そのうちの動的抵抗成分（ダ

ッシュポット）を除去することにより，静的抵抗成分を

評価することができる． 

波形マッチングで得られた静的抵抗力を用いればCase 

ダンピング𝐽cという定数が得られる．この定数を用いる

ことで全抵抗から静的抵抗を算出することができる．

Caseダンピング𝐽c は無次元量で，主に杭先端付近の地盤

材料に影響を受ける定数であるため，代表杭において支

持層でのCase ダンピングを一度求めておけば，他の杭で

波形マッチングをせずとも，Case法で得られた全抵抗か

ら静的抵抗を算出できる． 

しかし，測定ヤットコによる計測データでは，測定用

ヤットコと杭の不連続面の影響により，波形マッチング

解析を行うことができない． 

そのため，港湾施設の技術上の基準に基づき実施する

代表杭における載荷試験の計測データを用いて，波形マ

ッチング解析を実施し，Caseダンピング𝐽cを算出するこ

とで，他の杭についても高精度で静的抵抗力を推定する

ことができる． 

 

 (3)従来方式と提案方式の概念 

Case-u法の詳細は，本試験の実施主体である国土政策

総合研究所が執筆中の論文を参照願いたい．ここでは，

従来方式（ハイリー式）と提案方式（Case-u法）の概念

図を示す． 

 

図₋9 従来方式と提案方式の概念図 

従来方式

施工時

提案方式

鋼杭で計測

ハイリー式で静的支持力を算出

測定用ヤットコ

全抵抗 静的支持力

静的抵抗比

※港空研資料No.1202 p67 菊池ら 載荷試験を活用した
鋼管杭の設計・施工管理手法の体系化

・施工時の静的抵抗は全抵抗の0.5倍程度※

・代表杭で載荷試験を実施，波形ﾏｯﾁﾝｸﾞ
解析により設定



 

(4) Case-u法による全抵抗の比較 

測定用ヤットコと鋼管杭で計測したデータを用いて，

Case-u法により，全抵抗を算定した．詳細な結果は，本

試験の関係機関である国立研究開発法人 港湾技術研究

所が執筆中の論文を参照願いたい．ここでは，全抵抗値

の比較結果を簡単に紹介する． 

 全抵抗値について，鋼管杭と測定用ヤットコが極めて

類似した結果が得られており，Case-u法は先端からの引

張の反射波の影響を受けにくく，安定した結果が得られ

る． 

 

 

5. 課題と対応 

 

 Case-u法により算出した全抵抗値について，鋼管杭と

測定用ヤットコで比較した結果，極めて類似しており，

測定用ヤットコと鋼管杭が同径の場合においては，精度

良く全抵抗を推定できることを確認した． 

 しかし，今回の現地試験では，鋼管杭の規格を考慮し，

ヤットコを製作しており，費用と3.5ヶ月の期間を要し

た．実用化に向けては，ヤットコの製作費用及び製作期

間の面で改善を図る必要があり，測定用ヤットコと鋼管

杭の径が異なる場合でも全抵抗値を精度良く推定できる

ようにすることで，作業船が保有するヤットコを使用す

るなど，ヤットコを製作せずに施工管理を行うことが可

能となる．汎用性の高い手法とするため，引き続き，国

土政策総合研究所において検討を進める． 

 

 

6.  まとめ 

 

 測定用ヤットコを用いた鋼杭の打撃施工管理が可能と

なることにより，鋼杭の打撃施工管理における品質管理

精度および安全性が向上，さらに生産性が向上し，鋼杭

打設時の施工管理効率化が図れる．表1に本手法による

効果を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1 本手法による効果 

項目 効果 

品質管理精度の向上 間接的な衝撃載荷試験を実施でき

るため、従来の精度の低い打ち止

め管理から解放され、より高精度

に支持力確認が可能となる． 

安全性の向上 人的ミスのリスク回避により作業

がスムーズに進行できることに加

え、無人化により作業員の負担が

軽減され、効率的な施工が可能と

なるとともに，従来のリバウンド

計測が不要となり，安全性が向上

する． 

生産性の向上 支持力不足が懸念される場合は、

データ解析により詳細な確認が可

能となり，施工を中断して不必要

な載荷試験や地盤調査の実施が回

避でき, 無駄な時間やコスト削減が

可能となる． 
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